様式第２号（第４の１及び２、第５の１関係）

令和７年度肥料コスト低減技術活用環境整備事業実施（変更）計画書（実績書）

１　事業実施主体の概要
（１）事業実施主体名及び代表者名

（２）住所

（３）事業実施主体の設立年月日

（４）経営概要（令和　年度における品目及び面積）
　　
２　事業の目的


３　事業の内容及び経費の配分
（１）事業の内容
	機械・設備等の名称
	左の規格､型式等
	対象品目
	機械・施設の保管・設置場所
	事業量
（Ａ）
	単価
（Ｂ）
	事業費（円）
（Ｃ＝Ａ×Ｂ）

	
	
	
	
	
	
	


　　
（２）経費の配分
	事業費（C）の負担区分（円）

	県補助金
	自己負担
	その他
	備考

	
	
	
	


　　（注）備考には、消費税額及び負担区分を記載すること。

４　成果目標及び取組
（１）品目

（２）成果目標（化学肥料使用量の低減率）

（３）具体的な取組内容


　（４）現状及び目標年度
	区分
	堆肥の種類、
施用量
	化学肥料の施用量（kg/10a）

	
	
	元肥
	追肥
	合計

	現　　状
（令和　年度）
	
	肥料名（投入量）

	肥料名（投入量）

	

	
	
	成分
　Ｎ　　　　　％
　Ｐ　　　　　％
　Ｋ　　　　　％
	成分
　Ｎ　　　　　％
　Ｐ　　　　　％
　Ｋ　　　　　％ 
	

	
	
	成分量
 Ｎ      　　kg
 Ｐ　　　　　kg
 Ｋ　　　  　kg
合計　　　 　kg　
	成分量
 Ｎ      　　kg
 Ｐ　　　　　kg
 Ｋ　　　  　kg
合計　　　 　kg　
	成分量
 Ｎ      　　kg
 Ｐ　　　　　kg
 Ｋ　　　  　kg
合計　　　 　kg　

	目標年度
（令和　年度）
	
	肥料名（投入量）
　
	肥料名（投入量）

	

	
	
	成分
　Ｎ　　 　　％
　Ｐ　　 　　％
　Ｋ　　 　　％
	成分
　Ｎ　　 　　％
　Ｐ　　 　　％
　Ｋ　　 　　％
	

	
	
	成分量
 Ｎ      　　kg
 Ｐ　　　　　kg
 Ｋ　　　  　kg
合計　　　 　kg
	成分量
 Ｎ      　　kg
 Ｐ　　　　　kg
 Ｋ　　　  　kg
合計　　　 　kg
	成分量
 Ｎ      　　kg
 Ｐ　　　　　kg
 Ｋ　　　  　kg
合計　　　 　kg

	　目標年度における化学肥料低減率
　（Ｎ、Ｐ、Ｋ、合計のうちいずれかを選択）
	低減成分： 
低減率：　　％


　
（５）成果目標達成に向けた推進体制及び取組内容
　　（※成果目標の内容に合わせて、関係機関との連携等について、簡潔に記載する。）

５　事業完了（予定）年月日　　
　　令和　年　月　日

６　添付資料
（１）位置図（導入する機械の設置場所を記載すること。）
（２）導入する機械の規模決定の根拠となる資料
（３）見積書（原則２者以上から徴収すること。）
（４）導入する機械のカタログなど規格・能力が分かる資料
（５）組織の規約等（定款、組織規程及び経理規程等の組織運営に関する規程）
[bookmark: _GoBack]（６）機械の管理運営規程
